
　「会社法」の制定・施行から早くも 3 年余が経過した。当初は「定款の自治」が強く叫ばれていたが、現在では下火
になり、新たな定款作成のための手引書の刊行はまったくない、といって過言ではない状況にある。これでは何の
ために新「会社法」を制定したのか些か疑念を抱かざるを得ない。
　このような逆境の中において、われわれ「非公開会社法研究会」は、非公開会社に関するモデル定款、とりわけ「企
業承継」について新たな画期的な参考定款例を策定し、これを広く実務界において定着･普及させることを目的として、
このたび本書を出版することとした。
　本書のモデル定款は、元来、全国中小企業団体中央会が平成 19 年度に設けた「株式譲渡制限会社定款参考例策定委
員会」の報告書のために作成されたものであるが、諸般の事由により平成 20 年 3 月に公表された報告書には盛り込ま
れなったものである。われわれとしては、是非この参考定款例を世に出し実務界の方々の評価を得たいと思っていた
ところ、この出版計画について全国中央会のご了承を得てこのたび実現することとなった。

非公開会社のための
画期的な を収録！

特色 ■非公開会社（株式譲渡制限会社）が企業承継のために利用できる定款例を収録し、

　考慮すべき事柄や留意点を詳説。

■新しい手法である会社法の相続制限規定の実践（補償条項等）による定款例を収録。

■非公開会社の法務・税務を研究している「非公開会社法研究会」による編集・執筆。
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準組合法理と定款の自治
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非公開会社法研究会
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　定価 本体2,000円＋税
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ホームページからのお申し込みは
＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ http://www.daiichihoki.co.jp

 第１章　総　論

１　社団法理の限界
２　準組合法理の適用
３　設立における合同行為説と契約説
４　非公開会社の定款の効力
５　定款作成実務の革新

１　イギリス会社法の規定
２　拠出資本説と調達資本説

１　定款変更の決議
２　イギリス法における定款変更
３　定款変更できない類型

１　規定の趣旨
２　規制の変遷
３　所有と経営の一致

１　規定の趣旨
２　株主の権利に関する属人的定め
３　議決権に関する属人的定め
４　剰余金の配当に関する属人的定め
５　残余財産の分配に関する属人的定め
６　属人的定めがなされた場合の会社法の適用
７　定款変更により属人的定めを置く場合の手続

 第２章　譲渡条項等

１　規定の趣旨
２　ドイツの有限会社実務における相続制限条項
３　日本法のもとにおける相続制限条項の許容性
４　第三者のためにする契約としての譲渡条項・移転条項

部□公用
□私用

取 扱 い
この申込書は、ハガキに貼るか、
このままＦＡＸで下記宛お送り
ください。

■宛先
〒107-8560
東京都港区南青山2-11-17
第一法規株式会社
FAX　　0120-302-640
（FAXはお近くの支社へ届きます）

書店印

企業承継モデル定款応用編
―準組合法理と定款の自治― 申込

部数定価 本体2,000円＋税 ［コード024695］

キ　リ　ト　リ　線

平成　　   年　　  月　　   日

申 

込 

書 

〉
刊
規
法
一
第
〈

上記のとおり申し込みます。なお、代金は現品受領後、請求書により支払います。

ご住所

様　㊞ 　　　 　　　  　　　

〒　　　-　　　　

フ リ ガ ナ

ご氏名

名署部名関機

ＴＥＬ

＊弊社宛直接お申込いただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料
　サービスといたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円にてお届けいたします。

＜お客様の個人情報の取扱いについて＞
お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かりし
ました個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。 　フリーダイヤル TEL　 0120-203-696　FAX　 0120-202-974 企業承継定款 （024695）2009.1 SE

目　　　　次 １　はじめに
２　企業承継の回顧と展望
３　「制限的承継条項」
　　（qualifizierte Nachfolgeklausel）による承継
４　「制限的承継条項」と遺言との関係
５　現実的な実務対応

１　意義
２　目的
３　株式の消却
４　ドイツ有限会社法における「持分の強制消却」
５　消却条項とわが国会社法
６　消却条項と入社条項
７　消却条項と租税実務の課題
８　消却条項と企業承継の課題

 第３章　補償条項

１　規定の趣旨
２　補償条項の意義
３　ドイツ法における補償条項
４　補償条項の必要性
５　補償条項の有効性

 第４章　特例有限会社

１　原案・第4.1 条の趣旨
２　合名会社等の社員の退社制度
３　ドイツ有限会社法における社員の退社
４　代案Ａ・第4.1Ａ条の趣旨

１　原案・第4.2 条の趣旨
２　合名会社等の社員の除名制度
３　ドイツ有限会社法における社員の除名
４　代案Ａ・第4.2Ａ条の趣旨
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